
■製造・生産技術部門のスタッフ、モノづくり企業の改善推進責任者・リーダー 必修■

熾烈なグローバル競争を勝ち抜くため、元気なものづくり企業は、製造現場において、ムダの排除、
製造技術・ライン・工程の改良・改善、材料の成形技術の工夫等によって、歩留りの向上、品質の向
上、作業時間の短縮等を図り、その競争力を維持し続けています。

製造現場の担当者が知恵を出し合いながら製作し、結果として創造性が高く他の見本となる「楽しい」改善を「製造
現場のからくり改善」と呼び、品質や生産性、保全性、物流、安全性の向上などの大きな成果を上げる原動力にし
ています。
本セミナーでは、自社のアイデアで事業化を検討するにあたり、「製造現場のからくり改善」から学ぶことの有用性に
ついて、豊富なノウハウを有する（公社）日本プラントメンテナンス協会が、１１社以上の具体的な事例の紹介を行い、
同改善が現場の改善だけでなく新規事業創出にもつながることをわかりやすく解説します。

【主催：大阪商工会議所】

「製造現場の改良・改善・工夫は儲けのネタ セミナー」
～自動車産業を支える元気な中部圏企業担当者の事例発表もあります!! ～

＜開催概要＞

○日 時： 平成２５年９月１３日（金）１３：３０～１６：００ （交流会：１６：１０～１７：１０）

○場 所： 大阪商工会議所 ６階末広の間＜大阪市中央区本町橋２－８＞

○主 催： 大阪商工会議所 ※本セミナーは三井住友海上が主催するものではありません。

○共 催： 公益社団法人 日本プラントメンテナンス協会

○参加費： 無 料 ＜申込締切は９月６日（金）＞（原則先着順）

○プログラム
13:30～14：40 １） 「「現場力」向上を経営に活かす ～「ＴＰＭ」（「全員参加の

生産保全」）と「からくり改善」による「現場力」の向上」」（仮題）
（公社）日本プラントメンテナンス協会 専務理事 鈴置 智 氏

※あわせて 「製造現場のからくり改善」事例を紹介 （映像使用）
紹介例: アイシン軽金属㈱、アイシン高丘㈱、コベルコ建機㈱、 ㈱シーヴイテック、㈱東海理化、

豊田合成㈱、トヨタ自動車東日本㈱、マイクロテクノ㈱、トヨタ自動車九州㈱、㈱デンソー、
トヨタ車体㈱ 他

14:50～15：50 ２） 「自由発想ができる からくり改善人財育成」（仮題）
トヨタ車体株式会社 生産調査部主担当員 左 正昭 氏
※同社では、全社改善マンの育成に向けて、自由発想ができ、からくり改善を推進できる人財
育成プログラムを立ち上げ、2013 年より全社へ展開しています。教育プログラムのコラボ
レーションによる「からくり改善マン」の育成について説明します。

15:50～16：00 ３） 「からくり改善くふう展２０１３」の紹介

16:10～17：10 ４） 交流会 （講師、参加者との情報交換、人的ネットワークづくりの場）

○申込方法： メールまたはＦＡＸより、大商セミナー事務局へ直接お申込み下さい。

○事務局 ： 大商 経済産業部 産業・技術・水ビジネス振興担当（福田様・楠本様）
TEL 06-6944-6300 

＜経営革新等支援機関＞からの有益情報のご案内

＜三井住友海上の連絡先＞

関西企業営業第三部・公務開発室 小浦 TEL：06-6233-1536
（東京本社）公務開発部・開発課 北河 TEL：03-3259-4384



参加を希望される方は、ＥｰＭａｉｌまたはＦＡＸでお申込み下さい。

Ｅ-Mail：sangyo@osaka.cci.or.jp
FAX ：０６－６９４４－６２４９

【本セミナーに関するお問い合わせ先（事務局）】

大商 経済産業部 産業・技術・水ビジネス振興担当
（福田様・楠本様） TEL（06）6944-6300

大商主催 「製造現場の改良・改善・工夫は儲けのネタ」セミナー 平成２５年９月１３日（金）

参加申込書

貴社名 大商会員・一般
（いずれかに○をお付けください）

住 所
（〒 － ）

ご参加者 部署・

役職名

ＴＥＬ ＦＡＸ

Ｅ-Mail ＠

交流会 □参加する（参加費￥５００） □参加しない

備 考 （有）新規開拓支援センターからのご案内

大商 経済産業部 産業・技術・水ビジネス振興担当 御中

●本事業は、大阪府小規模補助金を受けて実施されます。

●ご記入いただいた情報は、適切に管理されるとともに、主催団体からの各種連絡・情報提供のために利用する
のをはじめ、講師には参加者名簿として配布されます。
なお、申込み状況につきましては、事務局から当社にフィードバックしていただきますので、予めご了承ください。

※＜経営革新等支援機関＞としてのご案内

私ども三井住友海上は、2013年6月5日付けで、保険業界として初めて、「中小企業経営力強化支援法（経済産業省
中小企業庁所管）」に基づく「経営革新等支援機関」に認定されました。
専門性の高い支援事業を実施できる「公的な支援機関」と位置付けられたことを踏まえ、これまで以上に、行政機関等
と連携し、地域の企業の皆さまの経営力強化・課題解決に向けて積極的に取組んで参ります。

【文書所管：三井住友海上 公務開発部 開発課】


